
相対的な減少より,死傷者の増加を問題とすベぎ

である。要は歩行者，運転者が信号，速度など交

通ルールを十分遵守する場合にのみ，道路改善は

その真価を発揮するものといえよう。

(5）統計表からみた運転の３悪

運転の３悪とは，速度違反，酒酔い＜酒気おび＞

運転，無免許運転の３つである。交通事故をおこ

そうとしして事故をおこす運転者はまずあるまい。

ほとんどが一瞬の油断と判断の誤り，運転技術の

未熟さによるものであろう。しかし，この３悪

は,それ以前の事故発生源としてきびしく迫求さ

るべきものである。表８には無免許運転が原因別

となっていないが，各項目内に散在していること

は事実である。日本で自動車は，走る凶器として

歩行者に恐れられているが，アメリカでは走る棺

桶とされている。一般道路の舗装工事が順調に実

施され，高速道路の築造も急ピッチにすすんでい

る日本では，交通事故もわずかではあるが歩行者

事故から車対車，車単独の事故に移行しつつある

ようである。したがって,運転の3悪追放は，歩

行者の事故防止ばかりでなく，運転者自身の生命

身体を自衛する絶対的条件といえる。

（6）交通事故統計

ここで使用している交通事故統計は，すべて神奈

川県警察本部交通部が集計した資料である。しか

し，私たちが交通事故統計を使用するうえの注意

を，2つ，3つ考えてみようと思う。第１に警察

統計は，速報を尊重する建前から死亡，重傷，軽

傷など被害程度の判断を24時間以内に実施してい

るということである。したがって事故発生後２日

ないし３日後に事故が原因で死亡した者も統計上

は，死者でなく重傷扱いである。第２に重傷，軽

傷の判断は，全治までの治療期間１ヵ月以上を重

傷，以下を軽傷としていることである。しかし、

これは事故発生24時間内の区分であるため，実際

に負傷した者の治療期間とは非常に違うことであ

る。この例は追突事故に起因する「むちうち症」

にとくにはなはだしい。むちうち症は出血をとも

　なう外傷とあまり関係なく，レ

　ントゲン写真などにも明瞭に変

　化がみられないので，おおむね

軽傷として取り扱われる例が多

いが,本人が異状を訴え,治療期

間３ヵ月ないし６ヵ月の長期に

わたる者も珍らしくないありさ

まである。そのため警察統計に

よる死者，重傷，軽傷の数は，

実際には重傷者の何パーセント

の者が死者に，軽傷者の何10パ

ーセントの者が重傷者に移行す

ることを考慮に入れなければな

らないことになる。この移行す

る割合が明らかになれば，非常

に貴重な資料となるのである

が，警察当局において費用，人
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員など種々の事情もあることと思うが，交通事故

による負傷者の追跡調査を実施したことが無く，

したがって負傷者のその後の状況が知りえないの

は，非常に残念である。第３は，昭和43年の事故

統計から物件のみの事故は件数に加算されていな

いことである。人身事故をともなうような事故

は，大なり小なりにかならず物件の損害も生ずる

ことと考えられるが，激増する事故に対処する警

察当局としては，物件だけの事故まで件数に計上

する必要を認めないからであろう。

７　　　　　交通安全対策の具体的施策

交通安全対策は，交通事故発生の時点を境にし，

て，それ以前の施策である事故防止策と，発生後

の被害者救済策の２施策に大別できる。事故防止

策はさらに(1)精神面への働きかけ，(2)実地指導お

よび実技訓練、(3)交通規制および取締り，(4)交通

安全施設の整備、(5)道路事情の改善などに分類で

き，被害者救済策は，(6)交通事故相談，(7)交通災

害共済，(8)救急活動，(9)救急医療，(10)社会復帰な

どに分類できると考えられる。

(1)精神面への働きかけ

事故安止喚起のための精神活動は，交通法規への

遵法精神の涵養と遵法精神を補完する交通道徳の

向上である。交通が安全な状態とは，歩行者，運

転者を問わず各自が確実に信号，速度などを守る

ことであるが，これだけでは不十分である。歩行

者と運転者，運転者同士において暗黙の了解が成

立したときには事故が発生せず，了解が不成立の

場合に事故となる。幼児の飛び出し事故，出会頭

の衝突事故などはこの典型である。互譲の交通道

徳は，法規遵守の精神と一体となり,事故防止に

おける第１の要素である。交通安全思想の高掲を

はかる広報活動の方法として，一定期間で広域的

に不特定多数の住民への働きかけを交通安全運動

といい，その手段はポスター，立看板などの掲出

とチラシ，パンフレット，マッチなどの配付およ

び広報車，ラジオなどによる放送とパレード，展

覧会などによる宣伝である。一定の場所で少数特

定の者にたいし交通安全の知識などの拡充をはか

ることを，交通安全教育といっている。市内小学

校で実施している安全教育や，民間の法令講習

会，交通安全映画会などがこれである。

（2)実地指導および実技訓練

交通安全は，理解し記憶するだけでは不十分で，

実際に自分の身につけ平常の行動になってこなけ

ればなんの役にも立たない。この動作の教育を実

地指導または，実技訓練といっている。交通指導

員，婦人交通整理員などが歩行者および学童など

を対象に実施している街頭指導や,小中学校の,安

全な自転車の乗りかたおよび正しい歩行教室や，

交通安全協会など民間団体の実施する運転技術講

習会などの実技訓練は，これに該当するもので事

故防止の第３の要素である。

（3）交通規制および取締り

私達の一番身近かにあって，具体的に歩行者，運

転者を制限するのが，公安委員会の実施する交通

規制である。最高，最低速度，駐停車禁止，歩行

者横断禁止などの交通制限は，県公安委員会が調

査決定し，県公報に公告するとともに道路標識な

どの設置をすることによって効力が発生する。交

通警察官は，その効力が発生したときから若干の

期間，その個所を通行する車両などにたいして交

通指導を実施し，その期間経過後に違反車両など

の取締りを実施する。したがって，交通規制およ

び取締りを事故防止の第３の要素とすることがで

きよう。

（4）交通安全施設の整備

信号機，横断歩道橋などの施設が事故防止のため

に必要なことは，いまさらいうまでもないが，交
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表９――横浜市内交通安全施設整備状況

通安全施設には公安委員会が設置する交通規制的

な施設と，道路管理者が設置するその他の施設が

ある。公安委員会の施設には，信号機および自転

車通行止，追越し禁止などの規制道路標識や横断

歩道の白線の標示などがある。道路管理者には，

国,市,道路公団などがあるが，それらの者が設置

する施設には,横断歩道橋,ガードレール，道路照

明灯，反射鏡などや，方面および距離，市町村な

どの案内または，踏切あり，学校ありの警戒なら

びに，通行止，重量制限，最大幅などの規制をし

めす道路標識がある。交通安全施設の整備を，事

故防止のための第４の要素とすることができる。

(5)道路事情の改善

道路事情の改善は，道路交通量の激増にともない

交通渋滞，交通疵痺解消のために絶対必要である

が，事故防止のためにも必要欠くべがらざる第５

の要素である。しかし，道路事情の改善が輸送量

の増大に役立っても，極端な速度違反，無理な追

越し追抜きなどによって，大きな人身事故が増

加するのは残念である。道路事情の改善はもちろ

ん道路管理者の仕事であるが，その事業は，道路

の拡幅，新設，歩車道の築造，踏切道の立体化お

よび改善，道路不法使用の是正および不法占拠物

件の撤去などがあげられる。

(6）交通事故相談

交通事故相談は，現在，県市など地方自治体およ

び交通安全協会，警察などによって，弁護士ある

いは専門相談員により，加害者，被害者を問わず

事故当事者にたいし助言，指導，教示を行なって

いる。しかし，交通事故相談は，あくまで公正な

第三者の立場に立って相談に応ずるものであっ

て，絶対事故当事者間の話しあいの斡旋，代理な

どには応じないのである。

相談の主な内容は，賠償額の算出方法，示談の方

法，賠償責任者，自賠責保険金の請求，債務の不

履行，過失の程度，訴訟調停の利用，労災など社

会保険との関係などである。

本市が昭和43年中に実施した交通事故相談件数は

賠償額の算出方法が一番多く，つぎに示談の方

法，自賠責保険金の請求などになっている。相談

者別では，男72％にたいし女28％.被害者側85％

にたいし加害者側15％で，加害者側の相談件数が

増加しつつあるのは，交通事故は加害者も被害者

であることを如実にしめし，市内居住者89％にた

いし県下および県外の相談者は11％で，この数字

は，本市の交通事故相談が市民ばかりでなく，市

外の住民にも広く利用されていることをしめすも

のと言えよう。昨年における横浜市内の交通事故

による死傷者は17,709人であるため，約24％の負

傷者または家族などが相談にみえたことになる

が，悪徳示談屋などに二重の被害にかからぬよ

う，一段と市民の利用が望ましいしだいである。

(7）交通災害共済

交通災害共済は，交通災害を受けた住民の当面の

窮状を救済し生活の安定に寄与する，県市町など

の地方自治体が自主的に実施する相互扶助の制度

である。実施の方法には，自治体が行政事務の一

部として条例により実施する直営方式，消費生活

協同組合法により市民生活協同組合を利用あるい

は組織して，市民に出資させて組合員とし，組合

員の生活の共済をはかる生協方式，または，市町

などが損害保険会社と交通傷害保険の申込受付，
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保険料領収事務め受託契約をする損保方式の3方

式がある。本市では昨年12月直営方式でこの事業

を発足し44年１月31日現在,すでに563,325人の

市民の加入をみ，また，延311人の加入者に共済

見舞金を支払ったが、月を追うごとに差額支給に

より見舞金額は上昇しても，加入者め死傷率が市

民全体の平均よりはるかに低いことは，本市が交

通安全対策の一環として，この事業を実施した目

的が達せられたわけである。現在，神奈川県下14

市のうちすでに12市が全部直営で，交通災害共済

事業を実施しているが，しかしここの事業は市な

どが，交通事故被害者にたいし国が何時，いかな

る施策を寒施するくのか，何んらの指示，見通しが

ないために，やむをえず交通戦争から住民を守る

ための自衛手段として踏切った事業ともいえよ

う。したがって国県などの補助もなく，事故の範

囲，掛金，見舞金額なども各市まちまちで，全国

の実施都市のなかには，事務費などを一般財源で

負担したり、相当の赤字を出している都市も多い

が，すでに全国め都市の３分の2以上が実施して

いる現状では，事業の性質上近い将来，県下一本

化，国一本化にすべきことを，国，県は考慮する

ときにきていると思われる。

表11 市内の交通事故にたいする救急活動状況

表10 横浜市交通災害共済加入・支給状況
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(8)救急活動

救急活動とは，交通事故による負傷者を事故現場

から救急病院に救急自動車，救急艇などを利用し

て収容する活動をいう。本市では消防局が担当

し，現在，救急自動車16台と救急艇１隻が実働

し，急病人，交通事故負傷者の緊急収容に，昼夜

をわかたず活動しているのである。

(9)救急医療

交通事故負傷者や急病人などを，休日，昼夜の別

なく常時治療できる体制にしておくのが救急医療

である。横浜市内には，現在45の病院が常時治療

できる体制にある救急病院こ指定されている。横

浜市立の病院としては，横浜市立大学医学部付属

病院，市民病院および港湾病院の３病院があり，

救急医療を実施している。

(10)　社会復帰

交通事故による負傷者が治療後も身体が不自由な

場合には，運動の機能を回復させる訓練が必要で

あり，また治療後も事故以前の職業に従事できな

いときは，新しい職業につかせるための知識，技

術を授ける職業補導が必要である。もちろん，こ

れらの訓練および補導は，交通事故の負傷者にか

ぎらず，訓練補導を必要とする者全部に実施すべ

きで，社会福祉行政の事務である。しかし，身体

不自由な交通事故の負傷者を，職業人として社会

に復帰させるまでの諸機関，団体などとの連絡調

整は，交通安全対策の被害者救済策の一環の事務

といえよう。

＜市民局交通安全対策室長＞
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